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財政収支見通し（平成２２年度試算）

○平成２３年度から平成３１年度の財政収支見通しは次表のとおりです。
○この収支見通しは、一般会計を対象に平成２２年度当初予算を基礎として、一定の前
提条件を設定した上で算出したものです。

○なお、収支見通しの試算にあたっての前提条件は以下のとおりです。

一般会計を対象とし、平成２２年度当初予算の歳入歳出を基礎にしています。

リスク推計 県税について、内閣府試算の「経済財政の中長期試算」の「慎重シナリオ」
における「名目経済成長率」を基にして伸び率を試算しています。
(平成 23年度:1.9%､ 24年度:1.8%､平成 25年度:1.8%､ 26年度:1.9%､
27年度:1.8%､ 28年度:1.8%､ 29年度:2.0%､ 30年度:1.9%､ 31年度:2.0%)
県税の伸び率 = １＋(名目経済成長率×弾性値 1.1)

成長推計 県税について、内閣府試算の「経済財政の中長期試算」の「成長戦略シナ
リオ」における「名目経済成長率」を基にして伸び率を試算しています。
(平成 23年度:1.9%､ 24年度:3.2%､平成 25年度:3.3%､ 26年度:3.4%､
27年度:3.7%､ 28年度:3.9%､ 29年度:3.9%､ 30年度:3.9%､ 31年度:4.0%)
県税の伸び率 = １＋(名目経済成長率×弾性値 1.1)

・人件費
給与費：給与構造改革および職員の年齢構成の変動による影響を

見込んでいます。ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟは０％とし、平成２３年度以
降は現行の給与カットの影響を除外して推計しています。

歳 義 務 的 退職手当：年齢別職員構成や過去の退職状況等を勘案して所要額を
経 費 試算しています。

・扶助費：過去の伸び率等を基に所要額を試算しています。
・公債費：既に発行した県債については、個々の償還表に基づき所要

額を算出し、今後発行するものについては、平成２２年度
予算と同様の償還条件、借入利率として試算しています。

投 資 的 ・既に事業着手済み等の大規模事業等については、個別に年度ごとの
出 経 費 所要見込額を反映して試算しています。

・
その他の ・上記以外の経費については、税交付金等を県税の伸び率を基に推計
経 費 したほかは、平成２２年度の額を基本として試算しています。

県 税 ・内閣府試算の「経済財政の中長期試算」の「名目経済成長率」を
基にして伸び率を試算しています。

歳 ・基準財政収入額については、税収の伸びを反映し試算しています。
地方交付税 ・基準財政需要額については、過去の伸び率等を基に試算しています。

(平成 19 年度～ 21 年度 公債費等を除く基準財政需要額の伸び率の平均 ▲０．２%を用いて試算）

県 債 ・大規模事業に係る所要額を見込んだほかは、平成２２年度の額
入 （財源対策的な起債を除く）を基本として試算しています。

そ の 他 ・基金繰入金について大規模事業に係る所要額を見込んだほかは、
平成２２年度の額を基本として試算しています。



リ ス ク 推 計 　　「経済財政の中長期試算」の「慎重シナリオ」における「名目経済成長率」を基にして伸び率を試算し、推計

(平成２３年度) 1.9% (平成２４年度) 1.8% (平成２５年度) 1.8% (平成２６年度) 1.9% (平成２７年度) 1.8%

(平成２８年度) 1.8% (平成２９年度) 2.0% (平成３０年度) 1.9% (平成３１年度) 2.0%

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

歳　　　　 入 4,814 4,780 4,690 4,730 4,770 4,810 4,830 4,870 4,890 4,950

県税 1,202 1,220 1,290 1,320 1,340 1,370 1,390 1,420 1,450 1,480

うち法人二税 222 220 220 230 230 240 240 250 250 260

うちその他諸税 980 1,000 1,070 1,090 1,110 1,130 1,150 1,170 1,200 1,220

地方交付税 1,073 1,060 1,020 990 980 960 930 900 870 840

地方譲与税 158 160 160 170 170 170 180 180 180 190

国庫支出金 510 500 500 520 510 510 520 520 510 520

県債 922 900 910 950 1,000 1,030 1,040 1,070 1,090 1,130

うち臨時財政対策債 656 640 650 670 700 740 770 810 840 880

その他 949 940 810 780 770 770 770 780 790 790

歳　　　　 出 4,947 4,970 4,840 4,890 4,950 5,010 5,030 5,090 5,150 5,200

義務的経費 2,897 2,940 2,940 2,980 3,020 3,070 3,110 3,170 3,230 3,270

人件費 1,738 1,740 1,730 1,730 1,730 1,740 1,730 1,740 1,720 1,700

　　　　うち退職手当 187 170 170 170 180 190 190 190 180 170

扶助費 394 410 420 440 450 470 490 510 530 560

公債費 765 790 790 810 840 860 890 920 980 1,010

投資的経費 624 620 590 590 610 610 570 560 550 550

うち普通建設補助 323 300 280 260 260 260 260 260 260 260

うち普通建設単独 207 220 220 240 260 250 220 210 200 200

その他 1,426 1,410 1,310 1,320 1,320 1,330 1,350 1,360 1,370 1,380

うち税交付金以外 1,186 1,170 1,060 1,070 1,060 1,060 1,080 1,080 1,090 1,090

△ 133 △ 190 △ 150 △ 160 △ 180 △ 200 △ 200 △ 220 △ 260 △ 250

財 政 収 支見通 し （ 平 成 ２ ２ 年 度試算 ）

要 調 整 額

(単位　億円)



成 長 推 計 　　「経済財政の中長期試算」の「成長戦略シナリオ」における「名目経済成長率」を基にして伸び率を試算し、推計

(平成２３年度) 1.9% (平成２４年度) 3.2% (平成２５年度) 3.3% (平成２６年度) 3.4% (平成２７年度) 3.7%

(平成２８年度) 3.9% (平成２９年度) 3.9% (平成３０年度) 3.9% (平成３１年度) 4.0%

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

歳　　　　 入 4,814 4,780 4,700 4,750 4,800 4,840 4,880 4,930 4,960 5,030

県税 1,202 1,220 1,310 1,350 1,400 1,450 1,510 1,570 1,630 1,690

うち法人二税 222 220 230 230 240 250 260 270 280 290

うちその他諸税 980 1,000 1,080 1,120 1,160 1,200 1,250 1,300 1,350 1,400

地方交付税 1,073 1,060 1,010 970 950 910 870 830 770 730

地方譲与税 158 160 170 170 180 180 190 200 210 220

国庫支出金 510 500 500 520 510 510 520 520 510 520

県債 922 900 900 940 980 1,000 1,000 1,010 1,020 1,040

うち臨時財政対策債 656 640 640 660 680 710 730 750 770 790

その他 949 940 810 800 780 790 790 800 820 830

歳　　　　 出 4,947 4,970 4,840 4,900 4,970 5,020 5,060 5,110 5,180 5,230

義務的経費 2,897 2,940 2,940 2,980 3,020 3,070 3,110 3,170 3,230 3,260

人件費 1,738 1,740 1,730 1,730 1,730 1,740 1,730 1,740 1,720 1,700

　　　　うち退職手当 187 170 170 170 180 190 190 190 180 170

扶助費 394 410 420 440 450 470 490 510 530 560

公債費 765 790 790 810 840 860 890 920 980 1,000

投資的経費 624 620 590 590 610 610 570 560 550 550

うち普通建設補助 323 300 280 260 260 260 260 260 260 260

うち普通建設単独 207 220 220 240 260 250 220 210 200 200

その他 1,426 1,410 1,310 1,330 1,340 1,340 1,380 1,380 1,400 1,420

うち税交付金以外 1,186 1,170 1,060 1,070 1,060 1,060 1,080 1,080 1,090 1,090

△ 133 △ 190 △ 140 △ 150 △ 170 △ 180 △ 180 △ 180 △ 220 △ 200要 調 整 額



地域主権戦略大綱・財政運営戦略における地方財政に関する記述（抜粋）

地域主権戦略大綱

第６ 地方税財源の充実確保

地域主権改革の工程及び平成22
年度税制改正大綱の方向性に沿って、
地方税財源の充実確保を推進する。

地方が自由に使える財源を拡充す
るという観点から国・地方間の税財源
の配分の在り方を見直す。

地方消費税の充実など、税源の偏
在性が少なく、税収が安定的な地方税
体系を構築する。

課税自主権の拡大を図る。

ひも付き補助金の一括交付金化を
進める。

地方交付税については、財源調整
機能と財源保証機能が適切に発揮さ
れるよう、地方税等と併せ、一般財源
の総額の適切な確保を図る。

財 政 運 営 戦 略

２．財政運営の基本ルール

(5)地方財政の安定的な運営
財政健全化は国・地方が相協力しつつ行う。地方公共団体に対し、国の財政
運営の基本ルールに準じつつ財政の健全な運営に努めるよう要請するとともに、
国は地方財政の自主的かつ安定的な運営に配慮し、その自律性を損ない、又
は地方公共団体に負担を転嫁するような施策を行ってはならない。

３．中期財政フレーム

(2)歳入・歳出両面にわたる取組

③歳出面での取組
地方歳出についても国の歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体始め地方
の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源の総額については、上記期
間中、平成22年度の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する。

（参考） 財政運営戦略の概要

■財政健全化目標■財政健全化目標

収支（フロー）目標

・遅くとも2015年度までに国・地方の基礎的財政収支赤字の対ＧＤＰ比を半減

・遅くとも2020年度までに国・地方の基礎的財政収支を黒字化

残高（ストック）目標

・2021年度以降において国・地方の公的債務残高の対ＧＤＰ比を安定的に低下

■中期財政フレーム■中期財政フレーム（Ｈ23～25年度を対象。翌年度以降３年間の新たな中期財政フレームを策定）

・平成23年度の新規国債発行額について約44兆円を上回らないよう全力をあげる。

・消費税を含む税制抜本改革について、早急に具体的内容を決定

・平成23～25年度の基礎的財政収支対象経費を実質的に前年度以下に抑制


